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１．業務概要 

（1）業務内容 ：別添の仕様書のとおり 

（2）契約上限額 ：10，47１，０００円（消費税等額を含む上限額） 

〈内訳〉令和６年度：３，17１，０００円（消費税等額を含む上限額） 

令和７年度：7，3００，０００円（消費税等額を含む上限額） 

 

 

２．委託者選定方法 

公募型プロポーザル方式 

 

 

３．担当部署 

高槻市市民生活環境部環境政策課（高槻市役所本館５階） 

担 当 ：  東内（とうない）、西田（にしだ） 

住 所 ： 〒５６９－００６７ 高槻市桃園町 2 番 1 号 

T E L ： ０７２－６７４－7486 

F A X ： ０７２－６６１－３１９８ 

e-mail ： （参加表明者に別途通知） 

 

 

４．スケジュール 

（１）プロポーザル実施要領等の公表 令和 6 年 4 月 5 日（金） 

（２）参加表明の提出 令和 6 年 4 月 12 日（金） １２時 まで 

（３）質問の提出 令和 6 年 4 月 12 日（金） １７時 まで 

（４）質問に対する回答 令和 6 年 4 月 19 日（金）  

（５）提案書等の提出 令和 6 年 5 月 10 日（金） までに必着 

（６）ヒアリング及び審査 令和 6 年 5 月 17 日（金） 予定 

（７）特定結果の通知 令和 6 年 5 月下旬 

 

 

５．参加表明の提出 

（1）提出方法 

 持参又は郵送にて、参加表明書（様式－1）、会社概要（パンフレット・実績等、様式自由）を担当部署

に提出すること。内容を確認のうえ、参加表明者に担当部署の電子メールアドレスを伝える。 

※持参の際は上記期限に遅れないよう、郵送の場合は要する期間を考慮のうえ送付すること。事故

等により書類が到着しない場合でも、異議申し立ては受け付けない。 
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（2）辞退 

参加表明書提出後に参加を取りやめる場合は、辞退届（様式は任意）を提出すること。 

 

（3）その他 

参加表明に関する質問については、担当部署に問い合わせること。 

 

 

６．質問の提出、質問に対する回答 

（1）提出方法 

ア．質問書（様式－２）に記入の上、電子メールを担当に送信すること。 

イ．送付後に送信確認の電話を入れること。 

ウ．件名は「高槻市立葬祭センター他 2 施設空調設備等最適化事業 発注支援等業務に関する質問」

とすること。 

 

（2）回答 

 寄せられた全ての質問とそれに対する回答を、参加者全員に対して電子メールにより連絡する。期

限までにメールが不着の場合は、電話等により担当部署に確認すること。 

 

 

７．提案書等の提出 

（1）提出方法 

持参又は郵送とすること。なお、持参の際は上記期限に遅れないよう、郵送の場合は要する期間を

考慮のうえ送付すること。事故等により書類が到着しない場合でも、異議申し立ては受け付けない。 

 

(2)提案書の作成 

必要書類は以下のとおりとし、提出部数は 2 部（正本 1 部、副本 1 部）、電子データ（正本相当、副本

相当を各 1 式）とする。電子データは PDF ファイルもしくは Microsoft Office で閲覧可能な形式と

すること。なお、提案は１案のみとする。 

提出する書類は、片綴じ、片面横書き、上下左右の余白２０mm 以上、文字サイズは１０．５ポイント以

上、カラー可、指定様式がない場合は任意様式とする。 

1)鑑（様式－３－①（正本用）、様式－３－②（副本用）） 

2)会社概要（A4 版 1 枚） 

本業務に係る会社としてのこれまでの取組内容や保有資格を、簡潔でわかりやすく記載すること。 

3）業務実施体制（Ａ4 版 1 枚） 

・配置予定の管理技術者、主任技術者、担当者について、それぞれの役割分担などを記載すること。

また、本業務の業務量を 100 とした場合に、各技術者が分担する予定業務量を示すこと。 
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・実施体制の特徴について記載すること。 

・ZEB プランナーの資格を保有している場合は、その旨を記載すること。 

・受注者は､原則として、委託業務の一部または全部を他に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、本提案書において、主要部を除く業務の一部を再委託する旨を記載した場合には、この

限りではない。なお、この場合、再委託先及び委託内容、その理由（企業の技術的特徴等）を記

載するとともに、再委託等を受けた者及びその業務従事者は、受注者と同様、別紙「仕様書」で

要求している事項を遵守すること。 
4）管理・主任技術者の業務実績（様式－４：各Ａ4 版 1 枚以内、計 2 枚） 

・業務実績は、平成２６年度以降に完了したものを最大５件まで記載すること。 

・業務実績が確認できる契約書及び業務内容がわかる仕様書等の写しを、提案書の最後に参考資

料として添付すること。なお、確認が容易なように工夫を行うこと。 

5）技術提案 

 表 1 に示す 3 つのテーマに関して、技術提案を記載すること。プロポーザルを選定する委員が必

ずしも本業務にかかる専門知識を十分に有していないことを踏まえて、簡潔で分かりやすくい表現

すること。 

表 1． 本業務委託における提案書のテーマ 

NO テーマ 分量 

１ 業務の実施方針 A4 版１枚以内 

２ 事業者選定にあたってのポイント A4版２枚以内 

3 実施設計の監理及び要求水準の達成に向けた取り組み A4版２枚以内 

6)工程表（Ａ3 または A4 版 1 枚） 

・業務委託期間中のスケジュール等について記載すること。なお、高槻市立葬祭センター及び高槻

市保健所・高槻市立総合保健福祉センターにおける空調設備等最適化事業については、令和６

年１２月の事業者選定を予定している。 

7）参考見積書（A4 版） 

・各年度の内訳がわかるように記載すること。 

・一式表記とはせず数量が把握できるように記載すること。 

・委託仕様書「５．業務内容」の項目に対応したものとすること。 

 

（３）その他 

ア．提出書類の差し替えは認めない。 

イ．提出書類は返却しない。 

ウ．適宜ページ番号を入れること。 

エ．匿名で審査を行うため、正本と副本を作成し、副本には提案者が特定できる企業名等を記載しな

いこと。特に管理・主任技術者の業務実績における契約書等の事業者名がわからないように留意

すること。 
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８．ヒアリング及び審査 

（１）概要 

本市が設置する、本市の職員で構成された選定委員会において、提案書等の書類審査、プレゼン

テーション及びヒアリングを実施する。 

 

（２）審査方法 

ア．書類審査 

・提出書類について審査を行う。 

イ．プレゼンテーション及びヒアリング 

（ア）時間配分等 

・プレゼンテーションは２０分以内で行うこと。ヒアリングは２０分程度を予定している。 

・提出書類を用いてプレゼンテーションを行うものとし、プロジェクタ等は使用しないこと。 

（イ）注意事項 

・プレゼンテーション及びヒアリングの実施場所及び実施時間は、後日個別に連絡する。 

・入室者は５名以下とし、本業務に従事する管理技術者又は主任技術者がプレゼンテーション及

びヒアリングを主に行うこと。 

・提案者が多数の場合は、提出書類を基に採点基準に基づく事前審査を行い、上位 5 者のみプ

レゼンテーション及びヒアリングを行う。 

・提案が 1 者の場合でも、プレゼンテーション及びヒアリングを実施する。 

 

（３）評価方法 

書類審査、プレゼンテーション等について、評価基準に沿って採点し、評価点を定める。 

 

（４）最優秀提案者の特定 

・評価点が最も高い者を最優秀提案者として特定する。なお、提案者の評価点が同点で優先順位

をつける必要がある場合は、テーマに対する技術提案の結果により決定するものとする。 

・なお、提案が 1 者の場合は、評価点が６割以上の場合に特定する。 

 

 

９．特定結果の通知 

・最優秀提案者を本業務委託の受託者として特定する。また、全提案者に結果を電子メールにより

通知する。 

 

 

１０．業務実施上の条件 

（１）参加者要件 
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参加者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

ア．参加者は、本市の令和６年度入札参加資格者名簿に登録されていること。また、必要書類が提出

されており、記載内容に虚偽がないこと。 

イ．参加者は、地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。  

ウ．参加者は、本市の指名停止の期間中でないこと。 

エ．高槻市暴力団排除条例（平成２５年高槻市条例第３３号）第２条に掲げる暴力団員又は暴力団密

接関係者のいずれにも該当しないこと、及び高槻市契約からの暴力団排除に関する措置要綱の規

定による入札等除外措置の期間中でない者であること。 

オ．参加者は、本業務を実施上で、次に掲げる要件を満たす技術者を配置すること。 

（ア）種別 

管理技術者及び主任技術者 

（イ）資格 

「設備設計一級建築士」、「認定コンストラクション・マネージャー」、「性能検証技術者」のいずれ

かの資格を有していること。 

（ウ）業務実績 

表２に示す業務種別のいずれかについて、平成２６年度以降に完了した実績を1件以上有してい

ること。 

表２．業務種別 

種別 内容 

業務Ⅰ 既存施設における省エネ改修事業等の選定支援業務実績 

業務Ⅱ 既存施設における省エネ改修事業等のコンストラクション・マネジメント業務又

はコミッショニング業務実績 

※同種業務は、市、県、国、その他地方公共団体等の建築物とする。類似業務は民間の建築物

等とする。 
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１1．評価基準 

提案書の評価項目、評価の着眼点、判断基準及び配点は表４のとおりとする。 

 

表４．提案書の評価基準 

評価項目 
評価の 

着眼点 
判断基準 配点 

管 理 技 術

者 の 経 験

及び能力 

資格要件 「設備設計一級建築士」、「認定コンストラクション・マネー

ジャー」、「性能検証技術者」の保有資格について、以下の

基準で評価 

① ３種の資格を保有 （５点） 

② ２種の資格を保有 （３点） 

③ １種の資格を保有 （１点） 

④ 資格を保有していない （失格） 

   
 

5 

15 

専門技術

力 

平成２６年度以降に完了した業務実績について、以下の基

準で評価。 

① 業務Ⅰ、Ⅱの同種の実績がある（1 件あたり 2 点） 

② 業務Ⅰ、Ⅱの類似の実績がある（1 件あたり 1 点） 

③ 業務Ⅰ、Ⅱの実績がない（失格） 

 
 

10 

主 任 技 術

者 の 経 験

及び能力 

資格要件 「設備設計一級建築士」、「認定コンストラクション・マネー

ジャー」、「性能検証技術者」の保有資格について、以下の

基準で評価 

① ３種の資格を保有 （５点） 

② ２種の資格を保有 （３点） 

③ １種の資格を保有 （１点） 

④ 資格を保有していない （失格） 

   
 

5 

15 

専門技術

力 

平成２６年度以降に完了した業務実績について、以下の基

準で評価。 

① 業務Ⅰ、Ⅱの同種の実績がある（1 件あたり 2 点） 

② 業務Ⅰ、Ⅱの類似の実績がある（1 件あたり 1 点） 

③ 業務Ⅰ、Ⅱの実績がない（失格） 

  
 

10 

 

経済性（参

考見積） 

業務コス

トの妥当

性 

① 上限額の 80％以下 （30 点） 

② 上限額の 80％を超え 85％以下 （24 点） 

③ 上限額の 85％を超え 90％以下 （18 点） 

④ 上限額の 90％を超え 95％以下 （12 点） 

⑤ 上限額の95％を超え100％以下 （6 点） 

⑥ 上限額の 100%超 （失格） 

総額で評価する。ただし、各年度の上限額を超えた場

合は失格とする。 

30 30 
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業 務 実 施

体制 

業務遂行

力 

業務実施体制について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （15 点） 

② 優れている （12 点） 

③ 標準的 （9 点） 

④ やや劣っている （6 点） 

⑤ 劣っている （3 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

ただし、主たる部分が再委託予定となっている場合は失

格とする。 

 

15 

20 

保有資格 ZEB プランナー認定の有無 
 

① ZEB プランナー認定あり （５点） 

② 記載なし （0 点） 

   
5 

テーマに対

する技術提

案 

 

NO１：業務の実施方針 

業務内容

の理解度 

業務内容の理解度について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

30 

実施方針

の着眼点 

実施方針の着眼点について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

取組内容

の妥当性 

実施方針やスケジュールの妥当性について、以下の基準

で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 
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 NO２：事業者選定にあたってのポイント 

提案内容

の着眼点 

提案内容の着眼点について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

30 

提案内容

の実現性 

提案内容の実現性について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

提案内容

の効果 

提案内容の効果について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

NO３：実施設計の監理及び要求水準の達成に向けた取り組み 

提案内容

の着眼点 

提案内容の着眼点について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

④ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

30 

提案内容

の実現性 

提案内容の実現性について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

提案内容

の効果 

提案内容の効果について、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 
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技 術 職 員

の 経 験 及

び能力(ヒ

アリング) 

取組姿勢 管理技術者・主任技術者の取組姿勢について、以下の基

準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

30 

説明の明

確さ 

管理技術者・主任技術者の説明の明確さについて、以下

の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 

   
 

10 

コ ミ ュ ニ

ケ ー シ ョ

ン力 

管理技術者・主任技術者のコミュニケーション力につい

て、以下の基準で評価。 

① 非常に優れている （10 点） 

② 優れている （8 点） 

③ 標準的 （6 点） 

④ やや劣っている （4 点） 

⑤ 劣っている （2 点） 

⑥ 非常に劣っている （0 点） 
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１2．その他留意事項 

（１）提案書の作成、提出及びヒアリングに要する費用は、提出者の負担とする。 

（２）提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された技術提案書を無効とするとともに、虚偽の記載を

したものを公表し、必要な処置を行うことがある。 

（３）提出された提案書の書類は返却しない。 

（４）提出された参加表明書及び提案書は、受託者の特定のため以外に無断で使用しないものとする。 

（５）提出された提案書は、公正性、透明性、客観性を期すため公表することがある。ただし、提出者の了

解なく公表･使用することはない。 

（６）業務の遂行に当たり、提案書に記載した予定技術者の変更は、原則として認めない。ただし、病休、

死亡、退職等のやむをえない理由による場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得

た場合に限り認める。 

（7）契約保証金については、高槻市財務規則（平成 7 年高槻市規則第 13 号）第 115 条第 1 項の規定

により契約金額の 100 分の 5 以上とする。ただし、同規則第 117 条の規定に該当する場合は、免除

する。 

（８）支払いは、単年度ごとにおこなう。 

 

 

 


